
10．主な資産、負債、費用及び収益の明細
\ 資産
現金及び預金

（単位：円）

区 分 金 額

現 金
国 内 71¶442

海 外 399¶283

計 470¶725

預 金
国 内 612¶715¶542

海 外 56¶788¶948

計 669¶504¶490

合 計 669¶975¶215

未収金
（単位：円）

区 分 金 額

受 託 業 務 収 入 612¶550¶324

共 同 事 業 収 入 576¶180

そ の 他 の 収 入 1¶597¶790

合 計 614¶724¶294

] 負債
預り寄附金

（単位：円）

区 分 金 額

観 光 宣 伝 事 業 賛 助 金 183¶217¶204

コ ン ベ ン シ ョ ン 協 賛 金 19¶837¶242

寄 附 金 131¶710¶944

合 計 334¶765¶390

未払金
（単位：円）

区 分 金 額

経 常 費 用 130¶531¶254

固 定 資 産 取 得 費 419¶650

合 計 130¶950¶904

法人単位財務諸表と各勘定別財務諸表の関係
貸借対照表

（単位：円）

科 目 一 般 勘 定 交付金勘定 法 人 単 位

資産の部
Ò 流動資産
現金及び預金 485¶119¶167 184¶856¶048 669¶975¶215

未収金 614¶724¶294 614¶724¶294

前払金 6¶152¶947 6¶152¶947

仮払金 2¶339¶926 2¶339¶926

その他流動資産 54¶368 54¶368

流動資産合計 1¶108¶390¶702 184¶856¶048 1¶293¶246¶750

Ó 固定資産
１ 有形固定資産

建物 75¶881¶491 75¶881¶491

減価償却累計額 � 25¶877¶174 � 25¶877¶174

車両運搬具 1¶418¶243 1¶418¶243

減価償却累計額 � 1¶361¶509 � 1¶361¶509

工具器具備品 120¶477¶833 139¶558 120¶617¶391

減価償却累計額 � 80¶125¶508 � 126¶995 � 80¶252¶503

有形固定資産合計 90¶413¶376 12¶563 90¶425¶939

２ 無形固定資産
ソフトウェア 8¶317¶912 8¶317¶912

電話加入権 585¶000 585¶000

その他の無形固定資産 20¶516 20¶516

無形固定資産合計 8¶923¶428 8¶923¶428

３ 投資その他の資産
投資有価証券 202¶130¶000 202¶130¶000

敷金・保証金 145¶584¶919 145¶584¶919

投資その他の資産合計 347¶714¶919 347¶714¶919

固定資産合計 447¶051¶723 12¶563 447¶064¶286

資産合計 1¶555¶442¶425 184¶868¶611 1¶740¶311¶036
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11．各勘定の経理の対象と勘定相互間の関係を明らかにする書類
当機構は、独立行政法人国際観光振興機構法（平成14年法律第181号。以下、「機構法」という。）
第３条の機構の目的を達成するために、機構法第９条に規定された業務を行っており、交付金勘定
の経理は、当該業務のうち国際会議等の開催についての寄附金の募集及び管理並びに交付金の交付
に係る業務について行っております。
※業務の範囲（機構法第９条）
一 外国人観光旅客の来訪を促進するための宣伝を行うこと。
二 外国人観光旅客に対する観光案内所の運営を行うこと。
三 通訳案内士法（昭和二十四年法律第二百十号）第十一条第一項の規定により通訳案内士試験
の実施に関する事務を行うこと。
四 国際観光に関する調査及び研究を行うこと。
五 国際観光に関する出版物の刊行を行うこと。
六 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。
七 国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律（平成六年
法律第七十九号）第十一条に規定する業務を行うこと。
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